
議案第 ２ ０ 号

  　 　令 和 ５ 年 度

　　長 与 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　　長 崎 県 西 彼 杵 郡 長 与 町



（総　則）

第１条　令和5年度長与町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 年度末排水戸数 戸

（２） 年間総排水量 ㎥
（３） 一日平均排水量 ㎥
（４） 建設改良事業 千円

イ　うち補助対象事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　

　第１款　下水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　　第３項　特別利益 千円

　第１款　下水道事業費用 千円

　　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別損失 千円

　　第４項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

　する額257,589千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額32,497千円並びに過年度分損益

　勘定留保資金225,092千円で補てんするものとする。）。 

　

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項　企業債 千円

　　第２項　国庫補助金 千円

　　第３項　受益者負担金 千円

　　第４項　その他資本収入 千円

　第１款　資本的支出 千円

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　予備費 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

取扱金融機関より借り入れた改造

資金に対して支払う利息相当額

取扱金融機関より借り入れた改造

資金の元金及び遅延利息の合計額

令和６年度 190,000千円
長与浄化センター改築更新工事委
託

776

184,614
1,000

支 出

599,975
414,361

103,750
1,360

300
1,000

収 入

342,386

873,522
62,545

51
支 出

937,367

236,500

322,390

324,940

996,053
673,612

令和５年度長与町下水道事業会計予算

16,050
3,672,808

10,035
413,031

収 入

水洗便所改造資金に対する利子補
給補助金

事　項

水洗便所改造資金に対する債務の
損失補償

償還期限到来後３か月を経過

し た 日 か ら 履 行 の日 まで

限　度　額

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 １ ０ 年 度 ま で

期　間
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（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、

　若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する

　場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 千円

（２） 交際費 千円

令和５年３月７日　提出

長 与 町 長　 吉　田　　愼　一

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

証券発行

償還の方法

60

限 度 額

59,414

236,500千円 普通貸借

又は

起 債 の 目 的 利　率起債の方法

下水道施設整備事業 借入先の融資条件による。
ただし、企業財政その他の
都合により、据置期間及び
償還期限を短縮し、もしく
は、繰上償還又は低利に借
り換えることができる。

 年5.0%以内
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令 和 ５ 年 度

長 与 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書



款 項 目 予定額（千円） 備 考

１下水道事業収益 996,053

１営業収益 673,612

１下水道使用料 669,446

２その他営業収益 4,166
竣工検査、設計審査
し尿処理施設負担金

２営業外収益 322,390

１受取利息及び配当金 327 預金利息

２他会計負担金 95,000 一般会計繰入金

３長期前受金戻入 227,046

４雑収益 17

３特別利益 51

１過年度損益修正益 51

款 項 目 予定額（千円） 備 考

１下水道事業費用 937,367

１営業費用 873,522

１管渠費 75,434 維持管理費

２処理場費 252,349 維持管理費

３業務費 24,525

４総係費 43,965

５減価償却費 474,249 うち、56,409千円は、一般会計
繰入金より充当する。

６資産減耗費 3,000

２営業外費用 62,545

１支払利息及び企業債
　取扱諸費

38,591 うち38,591千円は、一般会計繰
入金より充当する。

２消費税及び
　地方消費税

12,292

３雑支出 11,662 特定収入消費税相当額

３特別損失 300

１過年度損益修正損 300

４予備費 1,000

１予備費 1,000

支　　　　　出

令和５年度長与町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入
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款 項 目 予定額（千円） 備 考

１資本的収入 342,386

１企業債 236,500

１企業債 236,500

２国庫補助金 103,750

１国庫補助金 103,750

３受益者負担金 1,360

１受益者負担金 1,360

４その他資本収入 776

1 補償金 776

款 項 目 予定額（千円） 備 考

１資本的支出 599,975

１建設改良費 414,361

１下水道事業費 413,031 補助及び単独事業費

２固定資産取得費 1,330 土地、器具及び備品

２企業債償還金 184,614

１企業債償還金 184,614

３予備費 1,000

１予備費 1,000

支　　　　　出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入
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１

備考：　1.会計年度任用職員を含む一般職の職員について記載している。
        2.括弧内は、短時間勤務職員について外書きしている。
        3.児童手当1,440千円は含めていない。

ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：　1.括弧内は、短時間勤務職員について外書きしている。
        2.児童手当1,440千円は含めていない。

イ　会計年度任用職員

備考： 括弧内は、短時間勤務職員について外書きしている。

給 与 費 明 細 書

比較 88 274

前年度 8 354

（千円） （千円）

本年度 96 628

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手　当 勤務手当 別勤務手当 手　当 手　当 手　当 給付費

管理職 扶　養 通　勤 企　業 時 間 外 管理職員特 期　末 勤　勉

724 4,311 639 4,950

前年度
( 2 )
0 1,910 362 2,272 8 2,280

本年度
( 3 )
0 3,587

区　分
職員数 給 与 費

法定福利費 合 計
一般職 給　料 手　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,008 5,268

比較 0 240 0 0 2,719 0 △ 249 189 0 △ 28

前年度 0 1,440 72 20 1,917 0 5,664 3,993

1,008 5,240

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 1,680 72 20 4,636 0 5,415 4,182

通　勤 企　業 時 間 外 管理職員特 期　末 勤　勉 住　居

（千円） （千円）

（千円） （千円）

本年度
23,403 22,253 45,656 7,368 53,024

前年度
23,653 19,382 43,035 7,648 50,683

（人）

( 0 )

7

7
( 0 )

比較
( 1 )
0 1,677 362 2,039 631 2,670

手当の内訳

住　居 退　職

手　当 手　当 手　当

△ 280 2,341
( 0 )

手当の内訳

退　職

手　当 手　当 手　当 手　当 勤務手当 別勤務手当 手　当 手　当 手　当 給付費

管理職 扶　養

合 計

（千円） （千円） （千円）

区分

区分

総 括

職員数

一般職 給　料 手　当 計区　分
給 与 費

法定福利費

0
比較

△ 250 2,871 2,621

区　分
職員数 給 与 費

法定福利費 合 計
一般職 給　料 手　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度
( 3 )
7 26,990 22,977 49,967 8,007 57,974

前年度
( 2 )
7 25,563 19,744 45,307 7,656 52,963

比較
( 1 )
0 1,427 3,233 4,660 351 5,011

手当の内訳

区分
管理職 扶　養 通　勤 企　業 時 間 外 管理職員特 期　末 勤　勉 住　居 退　職

手　当 手　当 手　当 手　当 勤務手当 別勤務手当 手　当 手　当 手　当 給付費

3,993

（千円）

本年度 0 1,680 168 20 4,636 0 6,043 4,182 1,008 5,240

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,008 5,268

比較 0 240 88 0 2,719 0 25 189 0 △ 28

前年度 0 1,440 80 20 1,917 0 6,018
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２ 給料及び手当の増減額の明細

平均昇給率 ％

昇給に伴う

増加分 昇給期別職員数

（昇給期） 令和5年6月

（職員数） 人

職員数の異動状況

その他の 配転等 　本年度 7 人 0 人 7 人

増 減 分 　前年度 7 人 0 人 7 人

　増　減 人 0 人 人

会計年度任用職員数

　本年度　　3人 前年度 2人 増減 1人

配転の状況

　配転 1 人、 1 人

その他の

増 減 分 通勤手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

退職給付費

３ 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与  

（２）初任給

285,719

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 326,187

平  均  年  齢（歳） 36歳0月

△ 28

扶養手当

25

189

34歳11月

185,200

154,600

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 267,073

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 300,734

区 分 企 業 職

一般行政職（円）

令和５年　１月　１日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

高 校 卒

令和４年　１月　１日現在

平  均  年  齢（歳）

大 学 卒 185,200

区 分 企　業　職　（円）
一般会計の制度

154,600

4

1.6

237

（その他）

2,719

区分
増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

給料 1,427

（千円） （千円） （千円）
備 考

（計）（現に在職する職員数）

他会計へ 他会計より

240

88

手当 3,233 3,233

1,190

0 0
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（３）級別職員数

備考： 括弧内は、短時間勤務職員について外書きしている。

      構成比（％）     職員数（人）級

企 業 職
区 分

0

（　 　）

20

（　 　）

0

（　 　）

80

（　 　）

0

0

（　 　）

4

（　 　）

（　 　）

0

（　 　）

0

17

（　 　）

0

（　 　）

66

（ 100 ）

0

（　 　）

1

（　 　）

0

（　 　）

（　 　）

0

計

0

（　 　）

（　 　）

17

（ 100 ）

100

３ 級

２ 級

１ 級

0

（　 　）

100

（　 　）

0

（　 　）

0

（　 　）

5

（　 　）

（　 　）

0

（　 　）

0

4

５ 級

４ 級

令和４年１月１日現在

（　 　）

0

（　 　）

0

（　 　）

1

（　 　）

6

７ 級

６ 級

５ 級

４ 級

３ 級

２ 級

（　 　）

1

（　1　）

令和５年１月１日現在

（　1　）

１ 級

計

７ 級

６ 級
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（４）期末手当・勤勉手当

備考： 括弧内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（６）その他の手当

通 勤 手 当 同　　じ

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

一般会計の制度
（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

その他の加算措置等 備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

有

前 年 度
( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.35 )

2.225

一般会計
の 制 度

( 1.15 ) ( 1.15 ) ( 2.3 )

2.2 2.2 4.4

2.225 4.45

区 分
支給期別支給率 支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

本 年 度
( 1.15 ) ( 1.15 ) ( 2.3 )

2.2 2.2 4.4

備考職制上の段階、職務の級等による加算措置

有

有
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１．業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益 43,274,000

減価償却費 474,249,000

固定資産除却損 3,000,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 76,561

退職給付費引当金の増減額（△は減少） 2,000,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 211,424

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 27,751

長期前受金戻入額 △ 227,046,000

受取利息及び配当金 △ 327,000

支払利息及び企業債取扱諸費 38,591,000

未収金の増減額（△は増加） △ 4,307,714

未払金の増減額（△は減少） △ 6,556,862

その他流動負債の増減額（△は減少） 187

　　　　　小計 323,039,225

受取利息及び配当金 327,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 38,591,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 284,775,225

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 446,791,000

受益者負担金等による収入 1,360,000

国庫補助金等による収入 103,750,000

未収金の増減額（△は増加） 28,280

未払金の増減額（△は減少） △ 101,743

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 341,754,463

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 236,500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 184,614,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 51,886,000

資金増加額 △ 5,093,238

資金期首残高 1,998,961,988

資金期末残高 1,993,868,750

令和5年度長与町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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円 円 円

１　営業収益

　(1)　下水道使用料

　(2)　その他営業収益

２　営業費用

　(1)　管渠費

　(2)　処理場費

　(3)　業務費

　(4)　総係費

　(5)　減価償却費

　(6)　資産減耗費

　　 営業損失

３　営業外収益

　(1)　受取利息及び配当金

　(2)　他会計負担金

　(3)　長期前受金戻入

　(4)　雑収益

４　営業外費用

　(1)　支払利息及び企業債取扱諸費

　(2)　雑支出

　　 経常利益

５　特別利益

　(1)　過年度損益修正益

６　特別損失

　(1)　過年度損益修正損

　　 当年度純利益

　　 当年度未処分利益剰余金

令和4年度長与町下水道事業予定損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

608,588,073

612,777,9214,189,848

37,304,865

473,082,097

52,923,304

227,640,156

23,362,317

1,764,051 816,076,790

203,298,869

231,965,223

371,196

100,000,000

39,056,359

825,687 333,162,106

13,511,494 52,567,853 280,594,253

77,295,384

181,818 181,818 △ 89,764

92,054 92,054

77,205,620

77,205,620

－8－



１　固定資産 円 円 円 円

　(1)　有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　立木

　　ハ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ホ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　工具、器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　ト　建設仮勘定

　　　　有形固定資産合計

　(2)　無形固定資産

　　イ　電話加入権

　　ロ　施設利用権

　　ハ　ソフトウェア

　　　　無形固定資産合計

　　　　固定資産合計

２　流動資産

　(1)　現金預金

　(2)　未収金

　   　貸倒引当金

　　　 流動資産合計

　　　 資産合計

△ 329,404,562 399,713,139

14,874,222,194

5,086,389,680

令和4年度長与町下水道事業予定貸借対照表

37,749,747

（令和5年3月31日）

△ 8,185,731,645 6,688,490,549

729,117,701

748,458,962

資　産　の　部

△ 3,528,805,128 1,557,584,552

10,374,835

75,605,858

518,739

9,508,121,546

△ 9,856,096

109,200

50,666,671

52,039,071

11,840,905

△ 976,304 10,864,601

9,560,160,617

1,998,961,988

1,263,200

2,009,826,589

11,569,987,206

－9－



３　固定負債 円 円 円 円

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　引当金

　　イ　退職給付引当金

　　　 引当金合計

　　　 固定負債合計

４　流動負債

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　未払金

　(3)　引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　 引当金合計

　(4)　その他流動負債

　　　 流動負債合計

５　繰延収益

　(1)　長期前受金

　  　 長期前受金収益化累計額

　　　 繰延収益合計

　　　 負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1)　資本剰余金

　　イ　国庫補助金

　　ロ　受贈財産評価額

　　　 資本剰余金合計

　(2)　利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　当年度未処分利益剰余金

　　　 利益剰余金合計

　　　 剰余金合計

　　　 資本合計

　　　 負債資本合計

4,014,267,148

641,000

△ 6,025,561,052

258,838,543

38,046,852

38,046,852

183,381,623

10,039,828,200

77,205,620

476,953,687

656,243,134

6,601,927,589

資　本　の　部

11,569,987,206

1,139,531,170

4,968,059,617

30,000,000

369,748,067

662,577,483

28,183

6,334,349

2,328,821,898

183,381,623

71,528,737

3,259,000

3,900,000

3,828,528,447

負　債　の　部

2,290,775,046

2,290,775,046

－10－



１　固定資産 円 円 円 円

　(1)　有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　立木

　　ハ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ホ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　工具、器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　ト　建設仮勘定

　　　　有形固定資産合計

　(2)　無形固定資産

　　イ　電話加入権

　　ロ　施設利用権

　　ハ　ソフトウェア

　　　　無形固定資産合計

　　　　固定資産合計

２　流動資産

　(1)　現金預金

　(2)　未収金

　   　貸倒引当金

　　　 流動資産合計

　　　 資産合計

2,009,089,346

11,538,791,963

109,200

49,332,671

108,200

137,761,403

9,480,152,546

△ 3,719,026,128 1,389,493,552

10,674,835

△ 9,856,096 818,739

15,232,427,649

△ 8,456,371,645 6,776,056,004

5,108,519,680

37,749,747

729,117,701

△ 340,303,562 388,814,139

令和5年度長与町下水道事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　産　の　部

749,458,962

49,550,071

1,993,868,750

9,529,702,617

16,120,339

△ 899,743 15,220,596

－11－



３　固定負債 円 円 円 円

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　引当金

　　イ　退職給付引当金

　　　 引当金合計

　　　 固定負債合計

４　流動負債

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　未払金

　(3)　引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　 引当金合計

　(4)　その他流動負債

　　　 流動負債合計

５　繰延収益

　(1)　長期前受金

　  　 長期前受金収益化累計額

　　　 繰延収益合計

　　　 負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1)　資本剰余金

　　イ　国庫補助金

　　ロ　受贈財産評価額

　　　 資本剰余金合計

　(2)　利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　当年度未処分利益剰余金

　　　 利益剰余金合計

　　　 剰余金合計

　　　 資本合計

　　　 負債資本合計

5,011,333,617

11,538,791,963

43,274,000

520,227,687

1,182,805,170

30,000,000

6,334,349

662,577,483

446,953,687

資　本　の　部

3,828,528,447

656,243,134

△ 6,252,607,052

3,892,331,148

6,527,458,346

28,370

251,989,335

10,144,938,200

3,470,424

668,751

4,139,175

182,951,658

182,951,658

64,870,132

40,046,852

2,383,137,863

2,343,091,011

2,343,091,011

40,046,852

負　債　の　部

－12－



Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）貸倒引当金

３．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

リース資産に関する特例措置

Ⅳ．その他

長期継続契約予定一覧

　当年度６月に支給される賞与（期末・勤勉手当）及びこれに係る法定福利費の
うち、前年度の負担に属する支給対象期間相当分（１２月から３月までの４ヶ月分）として、賞与
引当金 3,259千円、法定福利費引当金641千円を取り崩す予定で調製している。

　リース会計に係る特例（施行規則第５５条）により、リース取引については引き続き通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討したうえで、
その貸倒見込額を計上している。

件 名 契 約 期 間 全 体 見 込 額 予算科目（款-項-目-節）

公用車リース契約

令和5年4月1日
～令和10年3月31日

パーソナルコンピュータ
他賃貸借契約

下水道事業費用-営業費用
-総係費-賃借料

849,420円

注記

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額から、長崎県市町村
総合事務組合における積立金相当額を控除した額を計上している。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における
支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上してい
る。

令和5年9月1日
～令和10年8月31日

1,749,000円
下水道事業費用-営業費用

-総係費-賃借料

－13－



国庫補助金

企業債

令和2年度 1,225,000 令和3年度から

417,120

令和5年度から

625,680

625,680

令和4年度まで 令和7年度まで

償還期限到来後
３か月を経過し
た日から履行の
日まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

下水道使用料

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前年度末までの支払義務発
生（見込）額

当該年度以降の支払義務発
生予定額 左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

千円 千円 千円 千円

水洗便所改造資金に
対する利子補給補助
金

水洗便所改造資金借入
者が、取扱金融機関
（㈱十八親和銀行及び
長崎西彼農業協同組
合）より借り入れた改
造資金に対して支払う
利息相当額 令和4年度まで

平成30年度から 令和5年度から

令和10年度まで

33676

下水道使用料 336

長与町下水道施設
維持管理業務委託

水洗便所改造資金に
対する債務の損失補
償

水洗便所改造資金借入
者が、取扱金融機関
（㈱十八親和銀行及び
長崎西彼農業協同組
合）より借り入れた改
造資金の元金及び遅延
利息の合計額

下水道使用料

長与浄化ｾﾝﾀｰ改築更
新工事委託

令和5年度　190,000 令和6年度 157,000
78,500

70,650

損益勘定
留保資金

7,850

－14－



１．業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益 201,945,638

減価償却費 451,116,110

固定資産除却損 1,000,000

繰延勘定償却 751,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 400,000

退職給付費引当金の増減額（△は減少） 7,699,672

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,104,863

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 735,509

長期前受金戻入額 △ 226,985,724

受取利息及び受取配当金 △ 488,000

支払利息 91,769,210

未収金の増減額（△は増加） 492,706

未払金の増減額（△は減少） 26,849,449

　　　　　小計 559,390,433

利息及び配当金の受取額 488,000

利息の支払額 △ 91,769,210

業務活動によるキャッシュ・フロー 468,109,223

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 101,233,606

受益者負担金等による収入 15,002,087

国庫補助金等による収入 23,500,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 62,731,519

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 244,229,524

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 244,229,524

資金増加額 161,148,180

資金期首残高 1,053,108,333

資金期末残高 1,214,256,513

平成26年度長与町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）


	20230215_(起)20.令和5年度長与町下水道事業会計予算-01.pdf
	20230215_(起)20.令和5年度長与町下水道事業会計予算-02.pdf
	20230215_(起)20.令和5年度長与町下水道事業会計予算-03.pdf
	①R5予算に関する説明書（修正後）.pdf
	②R5予算に関する説明書（修正後）.pdf

